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技術基準規則 材料及び構造に係る対象設備の整理について
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【容器・管】

【安全上重要な施設】【⼀定以上の放射性物質を内包するもの】

再)貯蔵容器クレーン 等
M)被覆施設・組⽴施設の機器 等

再) Sクラスのグローブボックス、還元炉、脱硝装置、ガラス溶
融炉 等

M) Sクラスのグローブボックス、焼結炉 等

再）気送管、極低レベル廃液を含む系統（容器・配
管）等

M）気送管、窒素ガス消⽕装置 等

再) Bクラスのグローブボックス、
せん断機 等

M) Bクラスのグローブボックス、
成型施設、検査設備の機器 等

再)燃料貯蔵設備（燃料貯蔵ラック、貯蔵ピット
等） 等

M)核燃料物質の貯蔵設備（⼀時保管ピット、
燃料棒貯蔵棚等）、GB排⾵機、排ガス処
理装置 等

再)溶解槽、抽出塔、換気設備のダクト 等
M)GB排気系のダクト 等

再) ウラン濃縮⽸、ウラン溶液供給槽、
海洋放出管 等

M)分析済液中和槽、中和液ろ過装置、
分析済液処理系GB漏えい液受⽫ 等

再)安全圧縮空気系の⽔素掃気⽤空気貯槽 等
M)起動⽤空気槽（⾮常⽤発電⽤）、GB消⽕装置
（容器・配管）等

【安全機能を有する施設】

設計基準対象施設の整理
凡例
太字＋下線︓材料・構造の対象
斜線 ︓再処理施設（MOX燃料加⼯施設）の安全機能を有する施設に属する容器・管のうち、

安全性を確保する上で重要なもの（安全機能を有する施設の容器等）

再処理（ MOX燃料加⼯施設）の安全機能を有する施設に属する容器・管のうち、安全性を確保する上で重要なものに接続するポンプ・弁・ダン
パ等についても、材料及び構造の基本設計⽅針として展開する。
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容器・管︓仕様表の機種区分で以下のものを対象とする。
＜容器＞
・機種区分 容器 全て（円筒型、板状型、ライニング型、パルスカラム、ミキサセトラ、蒸発⽸、漏えい液受⽫）
・機種区分 運搬・製品容器のうち、製品容器を除くもの
・機種区分 ろ過装置、熱交換器 全て
・機種区分 フィルタ 全て
・機種区分 核燃料等取扱ボックスのうち、グローブボックスの漏えい液受⽫

＜管＞
・機種区分 主配管 全て（配管、ダクト、海洋放出管、ノズル、ホース）
・機種区分 ポンプのうち特殊ポンプのスチームジェットポンプ

※ 上記のうち、安全上重要な施設⼜は⼀定以上の放射性物質を内包するものを材料構造の対象とする。また、これら対
象には、「基本⽅針等に基づき設計を⾏うとともに、強度計算書を⽰すもの」と「基本⽅針等に基づき設計を⾏うもの」があ
り、後者は、⾼圧ガス保安法等の他の規格・基準に基づき強度を確認したうえで調達を⾏うものが対象となる。

その他系統を構成する機器の対象は、上記容器、管に属し、⼀定以上の放射性物質を内包するもの、安全上重要な施
設に該当するものに接続するポンプ、弁、ダンパ等とする。仕様表 機種区分 ポンプ、主要弁（弁、ダンパ）の⼀部及び
機種区分 発電機の内燃機関。（基本⽅針等に基づき設計を⾏うもの）
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再)代替安全冷却⽔系の注⽔配管、
代替安全圧縮空気系の圧縮空気⾃動供給貯槽 等

M)遠隔消⽕装置（容器・配管）等
（共⽤）燃料油貯蔵タンク、第１貯⽔槽、

可搬型建屋外ホース 等

【重⼤事故等対処設備】
【容器・管】

再)代替換気設備（主排気筒）等
M)排気筒、重⼤事故等の発⽣を想定する

グローブボックス 等

再)重⼤事故等の発⽣を想定する機器（溶
解槽 等）、代替換気設備の凝縮器、廃
ガス貯留槽、ダクト 等

M) GB排気系のダクト 等

再) 臨界防⽌設備（燃料貯蔵ラック）等
M) グローブボックス負圧・温度監視設備 等

【⼀定以上の放射性物質を内包するもの】

重⼤事故等対処設備の整理 凡例
太字＋下線︓材料・構造の対象
斜線 ︓再処理施設（ MOX燃料加⼯施設）の重⼤事故等対処設備に属する容器・管のうち、

安全性を確保する上で重要なもの（重⼤事故等対処設備の容器等）

再処理（ MOX燃料加⼯施設）の重⼤事故等対処設備に属する容器・管のうち、安全上重要なものに接続するポンプ・弁・ダンパ
等についても、材料及び構造の基本設計⽅針として展開する。
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容器・管︓設計基準対象施設と異なり、重⼤事故等対処設備を加⼯施設の安全性を確保する上で重要なものとし、重⼤事故
対処設備で以下のものを材料及び構造の対象とする。
＜容器＞
・重⼤事故等対処に使⽤する⽔、油等を貯蔵する容器
・重⼤事故等の対処で⽔等を供給する機器（溶解槽等）
・重⼤事故等の対処で排ガス等の貯留等する機器（凝縮器、廃ガス貯留槽）
＜管＞
・重⼤事故等の対処に使⽤する配管、ダクト

上記のうち、完成品をそのまま使⽤する消⽕ガスボンベ等は、⾼圧ガス保安法等の他の規格・基準に基づき強度等を確認したうえ
で調達を⾏うことから、基本⽅針等に基づき設計を⾏うものであるが、設⼯認での強度計算書を⽰す対象とはしない。

また、可搬型重⼤事故等対処設備のうち、可搬型ホース、ダクトについては、発電炉の実績として、上記の完成品には含まないが、
強度計算としては、使⽤圧⼒、使⽤温度を踏まえて消防法等の他の規格・基準に基づく確認内容をもって材料としての適切性及
び使⽤条件に対する強度の確認を⾏っており、上記の完成品と強度計算書を⽰していないという点では同じである。当社、再処
理施設の重⼤事故等対処に使⽤する可搬のホースやダクトについては、発電炉と同様の整理と考える。

⼀⽅、MOXの可搬ダクト（粉末回収の環境整備として⾏う回復作業に使⽤）については、再処理施設の重⼤事故等に使⽤す
るダクトのように圧⼒が⾼い環境で使⽤するものではないことから、完成品として扱うこととする。


